




































































率は 7% と，男性の 5%に比べて高い。男女差が特に大きいのはスペイン（女
性20%，男性11%），イタリア（ 10%, 5% ），ギリシャ（ 8%, 4% ）。また，
男女が逆転するポルトガル（女性 2%，男性 4 %），スウェーデン（ 3 %, 4 

















































































































































































































(34.1 % ），集団企業（33.2% ）に属する女性研究者の比率を超えている。
さて，このような女性研究者の生活保障について考えてみよう。中国におけ
る都市部労働者に対する養老保険制度は， 1951年 2 月，中央人民政府政務院公
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ある D それに対して中国は 集権化された賃金決定システムをもっ国といえよ
つ。
第 2 時世界大戦以前の中国における劣悪な労働（注 4 ）は，長時間労働（注







































































































































































注 1 ）本来なら，従業員の中の「固定工」のみが，正規労働者であり，「契約工J やその他の
労働者は，非正規労働者である。一般的に，「契約工」やそのほかの労働者は，非正規労
働者である。しかし，「契約工」であっても，長期間勤務し，実質的には正規労働者と変





業の94%がその対象とされた。さらに， 1958年 2 月，国務院は「企業労働者，職員の退職
に関する暫行規定j を公布し，企業労働者（現場従業員），事業単位，党派団体職員の退






退職年齢は男性よりも 5 年から 8 年早く，企業の人件費の負担が増大してきたため，企業
の女性雇用に対する意欲を低減させる結果となっている。











注 6 ）昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者は21歳から50歳，中国人労働者は11歳から 40歳
のものが最も多く，中国人労働者は日本内地人労働者に比べ若年者の割合が特に多い。労
働者総数44,636人中女性労働者は3,962人，総数の8.9%にすぎない。女性労働者中日本人女



























注 9) 50年代以降，全国統一的な 8等級賃金制度が成立した。企業の従業員の賃金基準は，











































える。研究例としては，佐野 (1984），ホーン川島 (1985），大森 (1990），中田 (1992）な
どがある。
注目）日本において，学歴や勤務年数を同じ条件した場合の男女賃金格差は，男子を 100 とし





年齢（歳） 15 ~ 19 20 ~ 29 30~ 39 40 ~ 49 50~ 54 55~ 59 60 ~ 
比率（%） 0.26% 9.86% 31.11 % 37.36% 13.58% 5.23% 2.62% 
女性責任者は相対的に30～ 55歳に集中したが，省部レベル（大臣レベル）の女性幹部の
55%が50～60歳である（李， 1993）。また，国務院の正，副部長と各省の正，副省長におけ
る女性の割合は 6% または 7%に上下し，主に党務（共産党の組織・建設に関する事務），
-112 (298）一
青年団，工会及び婦女連合会などの仕事（71%）を行うが，経済や法律に関する主要な意
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